
大学研究者による提案事業に係る基本協定書 

 

 

 大学研究者による事業提案制度により採択された、首都直下地震時の仮設住宅不足への対応準備事業

（以下「提案事業」という。）に係る基本的な事項について、東京都（以下「甲」という。）と学校法人

専修大学（以下「乙」という。）とは、次のとおり協定を締結する。 

 

（提案事業の内容） 

第１条 提案事業とは、連携事業、研究調査及び連携調整をいう。 

（１） 連携事業とは、研究成果や研究課題等を生かし、甲が乙と連携して実施する、行政課題の解決の

ための事業をいう。 

（２） 研究調査とは、乙が実施する、連携事業の実施に必要となる応用研究、実証実験、フィールド調

査等をいう。 

（３） 連携調整とは、連携事業の実施期間における、乙が甲との連携調整のために必要となる体制等を

いう。 

 

（提案事業の実施期間） 

第２条 提案事業の実施期間は、令和元年５月 27 日から令和３年３月 31日までとする。 

 

（研究代表者） 

第３条 乙は、提案事業の実施に際し、専修大学教授佐藤慶一氏を研究代表者として選任する。 

２ 研究代表者は、提案事業の実施に際して、甲との連絡調整や事業の進捗管理、現場での執行管理の

責任を負う。 

 

（提案事業の実施） 

第４条 甲及び乙は、提案事業の実施に向けて、それぞれが誠実に対応するものとし、最善の努力をす

る。 

２ 乙は、提案事業を実施する上で、研究調査に要する経費の原資が公的資金であることを十分認識し、

関係する法令等を遵守する。 

 

（役割分担） 

第５条 甲と乙の役割分担は次のとおりとし、その役割について甲と乙が責任を持ち、協力して提案事

業の実施に取り組むこととする。 

（１） 甲の役割 

  ア 乙と連携し、連携事業を実施すること。 

  イ 乙が実施する研究調査に要する経費の支援を行うこと。 

ウ 研究調査や連携事業の実施に当たって、必要な都有施設の活用及び関係機関との調整を図るこ

と。 

  エ その他提案事業の円滑な実施に向けて甲が必要と認めることを行うこと。 

（２） 乙の役割 

  ア 連携事業の実施に向けて必要となる研究調査を行うこと。 

  イ 連携事業の実施に当たって、甲に助言を行うなど、必要な支援を行うこと。 

  ウ 連携調整を整え、適切に運営すること。 

  エ その他提案事業の円滑な実施に向けて甲が必要と認めることを行うこと。 

 

 



（費用負担） 

第６条 提案事業の実施に要する費用の各年度負担は、別途定める。 

 

（個人情報の取扱い） 

第７条 乙は、提案事業の実施に当たり取得した個人情報については、東京都個人情報の保護に関する

条例（平成２年東京都条例第 113号）その他所要の規定を遵守しなければならない。 

 

（情報公開） 

第８条 提案事業に関連し、甲が作成する資料及び乙が甲に対して提出する資料は、公文書として取り

扱い、個人情報に係る部分を除いて、原則として公開の対象とする。 

 

（提案事業の公表） 

第９条 甲及び乙は、提案事業の内容及びその成果を公表できるものとする。ただし、公表する場合は、

提案事業の結果得られたものであることを明示しなければならない。 

２ 甲及び乙は、提案事業の内容等を公表するときは、公表に先立ち、相手方と協議することとする。 

 

（知的財産等の権利の帰属） 

第 10 条 提案事業の過程において得られた知的財産等の権利（以下「知的財産権」という。）は、原則

として乙又は研究代表者に帰属するものとする。ただし、甲は、その権利等を無償で使用することが

できることとする。 

 

（知的財産権の移転等） 

第 11条  乙又は研究代表者は、知的財産権を第三者に移転しようとするときは、あらかじめ甲の承認を

受けるものとする。 

２ 乙又は研究代表者は、知的財産権の出願又は申請を行ったときは、甲に通知するものとする。 

３ 乙又は研究代表者は、知的財産権の放棄を行うときは、あらかじめに甲に通知するものとする。 

 

（全体計画書） 

第 12条 甲及び乙は、基本協定締結後、連携事業及び研究調査に係る経費の内容を含めた別記様式（全

体計画書）を協議の上、作成する。また、各年度における計画の詳細は、別途定める。 

 

（事業報告） 

第 13条 乙は、原則として各年度の四半期ごとに、提案事業のうち乙の責任で行う事業の進捗状況を第

22 条の実施期間の各年度における協定書（以下「年度協定書」という。）において定める期限までに、

甲に対して報告しなければならない。 

２ 甲は、必要と認めるときは、研究代表者に対して提案事業の実施状況等について報告を求めること

ができる。 

 

（提案事業の内容変更等） 

第 14条 甲又は乙は、次のいずれかに該当する場合は、相手方と協議の上、提案事業の内容を変更する

ことができる。 

（１）前条に定める事業報告の結果、進捗状況等を踏まえて提案事業の内容を変更することが妥当と認

められるとき。 

（２）提案事業の実効性を高めるため、必要があると認めるとき。 

 

 



（天災その他不可抗力による提案事業内容の変更） 

第 15条 本協定締結後において、天災事変その他の不測の事件に基づく日本国内での経済情勢の激変に

より提案事業の内容が著しく不適当と認められるに至ったときは、その実情に応じ、甲又は乙は、相

手方と協議の上、提案事業の内容を変更することができる。 

 

（甲による協定の解除） 

第 16条 甲は、次のいずれかに該当する場合は、本協定を解除することができる。また、乙は、次のい

ずれかに該当する場合は、本協定の解除の有無にかかわらず、提案事業において甲が乙に支払った金

員（以下「支払金」という。）について、甲の定める期限までに甲の指定する方法により返還しなけれ

ばならない。 

（１） 乙が提案事業の実施に関し、不正行為を行ったとき。 

（２） 乙が甲に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

（３） 乙が正当な理由なく提案事業の内容を履行せず、又はこれに反する行為をしたとき。 

（４） 研究代表者等が不正行為等を行った事実を甲又は乙が認定したとき。 

（５） 乙が、提案事業として以下の行為を行ったとき又は以下の行為に支払金を用いたとき。 

ア 営利目的行為又は特定の個人若しくは団体のみが利益を受ける行為 

イ 商品・役務の開発、販売等や大型研究装置等の製作を直接の目的とする行為 

ウ 連携事業の構築のために実施する応用研究・実証実験等の行為であって、国、地方公共団体又

は独立行政法人から、研究を目的とした補助金等を受けるもの 

エ 政治活動、宗教活動又は選挙活動を目的とする行為 

オ 公序良俗に反する行為 

（６） 乙の責めに期すべき事由により、甲が損害又は損失を被ったとき。 

２ 甲は、前項により乙が返還する支払金（以下「返還金」という。）のうち、本協定の履行のために適

切に使用されたと甲が認める金額を返還金から控除するものとする。 

 

（違約金及び延滞金） 

第 17 条 乙は、前条第１項の規定により返還金を返還するときは、返還金の 100 分の 10 に相当する額

を違約金として甲に納付しなければならない。ただし、前条第２項の規定により返還金の一部が控除

される場合は、控除後の返還金の 100分の 10に相当する額を違約金とする。 

２ 乙は、返還金及び前項の規定による違約金について、乙がこれを前条第１項の規定による返還期限

までに納付しなかったときは、当該返還期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額に

つき、年５パーセントの割合（年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても 365 日の割合とす

る。）で計算した延滞金（100円未満の端数があるときは、その端数額を切り捨てる。）を納付する。 

 

（延滞金の計算） 

第 18条 甲が前条第２項の規定により乙に延滞金の納付を求めた場合において、返還金及び違約金の未

納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以降の期間に係る延滞金の計算の基礎となる

べき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（損害賠償責任） 

第 19条 甲及び乙は、本協定に定める義務に違反したことで本協定の相手方に損害を与えたときは、そ

の損害に相当する金額を損害賠償としてその相手方に支払わなければならない。 

２ 甲又は乙は、提案事業を実施するに当たり、甲又は乙の責めに帰すべき事由により、本協定の相手

方又は第三者に損害を与えたときは、それぞれその損害を賠償する責を負う。 

 

 



（暴力団等の排除） 

第 20条 乙は、提案事業を実施するに当たり、乙や乙に所属・関連する法人その他団体又はその代表者、

役員、使用人、従業者若しくは構成員に、暴力団（東京都暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54

号。以下「暴排条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等

（暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。）による

不当若しくは違法な要求又は本協定の適正な履行を妨げる妨害を受けたときは、次の義務を負うもの

とする。 

（１）断固として不当介入を拒否すること。 

（２）甲に報告すること。 

（３）警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 

 

（乙による協定の解除） 

第 21条 乙は、甲が次のいずれかに該当する場合は、本協定を解除することができる。 

（１）甲が第５条第１号に定めるア又はイに正当な理由なく違反したとき。 

（２）甲の責めに期すべき事由により、乙が損害又は損失を被ったとき。 

 

（年度協定書） 

第 22条 甲及び乙は、本協定に定めるほかに提案事業の実施等に関して必要となる事項について、年度

協定書を締結する。 

２ 第６条に定める費用の各年度負担及びその支払方法、第 12条に定める各年度における事業内容、第

13 条第１項に定める報告の期限及び当該報告の方法その他提案事業の実施等に関して必要となる事項

については、年度協定書において定める。 

 

（疑義の決定等） 

第 23条 本協定の各条項等の解釈について疑義が生じたとき、又は本協定に定めのない事項については、

必要に応じて甲と乙とが協議の上、定めるものとする。 

 

 

 以上を証するため、本協定を２通作成し、甲及び乙は、それぞれ記名押印の上、各１通を保有する。 

 

 

      令和元年５月 27 日 

                    甲  東京都知事 

                               小 池 百 合 子 

                   

 

 

  乙  学校法人 専修大学 

                          理事長   日 髙  義 博 


